
平成 30 年３月 20 日 

平成 29 年度特別交付税交付額の決定 

 総務省は、平成 29 年度特別交付税の３月交付額として 7,014 億円を交付する

こととしました。 

この結果、平成 29 年度特別交付税交付額は 9,797 億円（対前年度比は 

▲7.0％）となります。

１ 交付額 

（単位：億円、％） 

区 分 

平成 29 年度 平成 28 年度 伸 率 

３月交付額 
交付総額 

A 
３月交付額 

交付総額 

B 
A/B 

道府県分 641 1,490 571 2,004 ▲25.7

市町村分 6,372 8,307 6,387 8,526 ▲2.6

大都市 

都 市 

町 村 

173 

4,580 

1,620 

318 

5,826 

2,163 

174 

4,582 

1,630 

371 

5,857 
2,298 

▲14.3

▲0.5

▲5.9

合 計 7,014 9,797 6,957 10,530 ▲7.0

(注) １ 端数処理により、合計と内訳は一致しない場合がある。 

２ 平成 29 年度３月交付額は、今冬の大雪等に係る繰上げ交付額を含む。 

３ 平成 28 年度は、補正予算（第 2号）により特別交付税総額を 510 億円増額し、熊本

地震復興基金の設置に要する経費として算定している。この熊本地震復興基金分を 

 除いた場合の伸率は、道府県分では▲0.3%、合計では▲2.2%である。 

２ 交付総額における主な算定項目 

（ ）内は平成 28 年度数値   

(１) 除排雪関連経費 654 億円 (  402 億円)

(２) 災害関連経費（九州北部豪雨、台風第 18 号等） 526 億円 (1,280 億円) 

(３) 地域医療の確保（公立病院等） 944 億円 (  899 億円)

(４) 地域交通の確保（地方バス、離島航路、地域鉄道支援等） 632 億円 (  601 億 円 ) 

(５) 公営企業の経営基盤強化（上下水道等） 425 億円 (  423 億円)

(６) 消防･救急 210 億円 (  212 億円)

(注) 平成 28 年度の災害関連経費は、熊本地震復興基金分 510 億円を含む。 
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（参 考） 

（１）除排雪関連経費 ６５４億円（前年度４０２億円）

 ＜除排雪関連経費に対する地方交付税措置＞

普通交付税の基準財政需要額の算定において標準的な所要額を措置する 

とともに、実際の所要見込額が普通交付税措置額を超える場合には、３月分の

特別交付税により措置 

（２）災害関連経費 ５２６億円（前年度１，２８０億円）

 ＜平成２９年中の主な災害＞ 

九州北部豪雨、台風第１８号、台風第２１号 

３ 日 程 

平成 30 年３月 20 日（火）交付決定、閣議報告 

平成 30 年３月 22 日（木）現金交付 

連絡先 
自治財政局財政課 山本、木村、土屋 

代 表 03 － 5253 － 5111 
直 通  03 － 5253 － 5613 
ＦＡＸ  03 － 5253 － 5615 

○ 今冬の大雪に係る除排雪関連経費について特別交付税を措置。措置額

６５４億円は過去最大。

○ 台風・豪雨災害等の被災団体の財政需要について特別交付税を措置。
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